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1. 「環境問題」と「自然災害」について考える。

2. 「情報」の意味と「環境・防災」に「情報」が重要な役割を
果たす理由は？

3. 「地理空間情報」と「地理情報システム（GIS）」

4. 「地理空間情報」を使って「環境・防災」について考えた
事例の紹介

内容
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➢ 生物（人間も含む）を取り巻き，それと互いに影響し合う
様々な外界（まわりの世界）
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環境について

「環」 ？

「境」 ？

⚫ 「環境」とは？



「環境問題」とは？
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環境問題について

環境＋問題＝環境問題？
環境の変化＝環境問題？

⚫ 人間・社会がこれを取り巻く外囲（例えば，自然
生態系）に様々の変化を与え，これが再び人間
や社会に悪影響をもたらす事象で，そのような社
会と環境との関連性のこと

環境問題は人間活動に起因して発生する。



人間→人間が存在して初めて環境問題がある

歴史→環境の変化を知ることの重要性

地球→地球・生命は１つのシステムを形成
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「環境」を考えるキーワード



➢ 人間は「目的意識を持って」手を使って自然環境に働き
かけ，言葉を使って社会環境に働きかける動物である。

➢ 人間活動による環境への負荷の２つの形態
✓物理的負荷

→力学的な働きかけに伴う環境への負荷

✓化学的負荷

→化学的な作用による環境への負荷
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人間と環境

物理的負荷→環境破壊，化学的負荷→環境汚染
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環境の変化＝人間活動の変化＝歴史

環境問題を考えるためには歴史を学ぶことが重要。

どのように変化してきたかを知ることが問題かどう
かを知るための糸口となる。

その結果から将来の予測に役立たせる。
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人間と環境の変化

人間の一生の変化のスピードに比べて環境の変化
のスピードは非常にゆっくりで大きい。

人間は古くから自然を克服しようとし，環境を変
化（破壊？）させてきた。

地球の環境の変化・・・
• 地球の環境は常に変化する
• その速度は非常に遅い
• 変動幅は極めて大きい
• 生物はその変化の影響から逃れることはできない



➢ 地球は，生物だけでなく無生物（陸，海，大気，太陽か
らのエネルギー）などから成り立っている。

➢ それらの間で様々な物質・エネルギーの循環が成り
立っており，それが１つの地球環境を形成。

➢ 地球環境の１つのシステムが破壊されると相互に関係
する他のシステムが破壊されることとなる。

➢ １つの破壊が，思いもよらない別の破壊を引き起こす。

➢ 地球は「巨大な相互循環閉鎖システム」である。

→地球環境問題
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地球に対する認識



➢ Disaster occurs when hazards meet vulnerability

「災害」は「ハザード」が「脆弱性（災害に対する弱さ）
」と出会うことで起こる。

➢ 地震，火山噴火，地すべり，津波，洪水，干ばつ

→自然現象であり，自然災害ではない。

➢ 自然災害は，人間や社会に悪影響をもたらす自然
現象による事象
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自然災害

人間や社会が存在しなければ，自然災害ではない
自然災害は急激に変化する環境問題である
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自然災害の仕組み

土の移動

構造物の
建設

植生破壊

過放牧・
過耕作

斜面の
不安定化

不浸透化

保水能の
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土壌侵食

地表の日射
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災害の発生
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環境問題と自然災害との関係

負荷的な人間活動
物理的負荷
化学的負荷

環境変化
環境破壊
環境汚染

人間社会への悪影響
災 害
環境問題

根治療法的対策
負荷的な活動自体の削減策

対症療法的対策
悪影響の回避策

これらの解決策として

•環境問題＝自然災害
原因：人口の急激な増加・都市化の進展・土地の脆弱化・気候変動



対症療法では・・・

✓ 局所的な環境問題を汚染管理や防災工事で解決
しようとしたことが，地球規模の環境問題を招く一
因となった

✓ 人間社会への悪影響回避を主眼とした対策が根
本的解決策とはなりえない

根治療法の必要性

→負荷的な人間活動を抑制する方法を考えなければ
いけない
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環境問題・自然災害をなくすには



⚫ 負荷的な人間活動を制限するには・・・

→主体である人間が自発的に制限する仕組

自発的に人間活動を抑制できないから，倫理（規範）
が生まれた

⚫ 人間活動の行動様式を変えるための重要なキーとし
ての「情報」
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人間活動をどう変えるか
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「情報」が人間活動を変える

情報

意識変化

統一的意志決定

制度の創設

行動変化＝人間活動の変化

自発的行動変化

誘導的行動変化 強制的行動変化



◆ 「判断を下したり行動を起こしたりするために必要
な，種々の媒体を介しての知識」（広辞苑より）

その特徴は・・・

◆ 情報そのものに価値はない

◆ 情報は活用されて初めて価値をもつ

◆ 情報の価値は人によって異なる

◆ 情報＝記号＋意味（価値）

◆ 情報は記号を使って測ることができるが，価値は
測ることができない
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情報とは



➢ 情報化とは，情報を活用して付加価値を生み出す
一連の行為→コンピュータを導入することではない

➢ 「コレ」といったある特定の機構や装置を指すので
はなく，あらゆる情報を管理し，蓄積し，伝達し，活
用する技術→コンピュータなどを利用して情報の
処理を効率化する技術ではない

➢ 「相互に」情報のやり取りが出来るようになった瞬
間から機能する技術

情報を活用するには，情報技術が不可欠となる

→DX（デジタルトランスフォーメーション）へ
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情報化と情報技術



社会の安全・安心を確保するためには・・・

➢ 社会基盤施設等を積極的に整備し，それを維持し
ていく，いわゆる建設技術ではなく，それらを利用
することを通じて，社会の安全・安心を確保し，円
滑な活動を支援し，人間・社会の活動に起因する
影響をコントロールすることが望まれている。

➢ 「施設の整備」から「サービスの改善」へ
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環境と調和した開発



効率性を向上する

➢ 整備のための予算の縮減

「無駄をしない」， 「やるべきことだけを効果的に行う」

より困難な条件に対応する

➢ 厳しい社会環境条件，環境への影響

「絶えず周囲に目を光らせる」，「俊敏な対応をとる」

運用を改善する

➢ 有効利用，本来の目的をより効果的に達成する

「人の活動の把握」，「自然・施設の役割を総合的に判断」
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情報の役割



防災＝災害を未然に防ぐための各種行為，施策，取
り組み→被害を出さない取り組み

減災＝災害時において発生しうる被害を最小化する
ための取り組み→被害の発生をあらかじめ想定し，
その被害を低減させていく取り組み

危機管理＝不測の事態に対して，被害を最小限度に
するための手段
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自然災害への対応方法



➢ 環境問題の解決，自然災害への備え(防災）に対し
て「情報」は重要な役割を果たす

情報を取り扱うための技術・・・

➢ 情報を利活用するための「情報化」の技術

➢ 環境・防災の分野では，多種多様な情報を取り扱
うため，これらを統合するための技術

➢ 時間的な分析も行える技術
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情報の重要性



⚫ 空間上の特定の位置を示す情報（当該情報に係る
時点に関する情報を含む）とこれに関連付けられ
た情報。

⚫ 水域や空域においても位置を示す情報とこれに関
連付けられた情報は地理空間情報である。

⚫ 情報に位置情報を持たせることで，様々な情報を
位置を基準として統合することができる
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地理空間情報



地理空間情報技術のイメージ

衛星測位

森羅万象とその変化を
位置と時刻で捉える

（X,Y,Z,T)

地理情報システム

すべての事物・現象
の精確な位置と時刻
を与える

高精度で新鮮な基盤地図
情報を提供する

地理空間情報
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⚫ 空間データ（地図）と非空間
データ（帳票，統計資料）を
統合し、空間的な検索，解
析，表示を行うシステム

⚫ 空間的な位置参照ができる
実世界の存在を数値データ
として取り扱い問題解決の
ための先進的な能力を専門
家に付与する意思決定支援
システム
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地理情報システム（GIS）

国土交通省計画局作成資料より



①どこに何があるのか？（場所の属性検索）

②ある条件を満たす場所はどこか？
（条件検索）

③変化はどの程度か？ （時系列分析）
④各種データの空間的関係はどうか？

（空間解析）
⑤あるモデルに従えばどうなるか？

（モデル分析，シミュレーション）

GISの機能

目的に応じた柔軟な取り組みができる情報
の利用技術としてGISは有効
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土地利用の変化と自然災害
～災害を土地利用の変遷の観点から研究した事例～
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➢ 2003年7月19日，記録的豪雨により，福岡地区にお
ける御笠川水系の氾濫や大宰府市原川で土石流
災害の発生

➢ 災害を激化させる要因として，土地利用の変化，山
麓への都市化の進展

➢ 都市化現象が災害激化に及ぼす影響について検
討

背景と目的

深刻な土砂災害を防止するために土地利用の変
化と自然災害との関係を時間・空間的に分析する

26
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福岡地区の土地利用(1900年）

1900年は明治33年にあたり，政府による近代化すなわち開発
が始まった時期。鉄道の敷設のほかには福岡県内には大き
な動きは無く，未開発の時代
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福岡地区の土地利用(1950年）

1950年は，終戦後間もない時期。半世紀にわたる期間の開発
を経た区切りにあたる。また，これから訪れる高度経済成長
前の土地利用
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福岡地区の土地利用(1976年）

1976年は，オイルショックを経て戦後の高度経済成長期を終
えた時期。都市への人口集中や公害など大規模な開発に伴
うひずみが顕在化した時代。
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福岡地区の土地利用(1997年）

1997年は現在の土地利用。高度経済成長が終わってからの
土地利用の変化。都市への人口の集中は一層進み，さらな
る開発が行われた現在の様子
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農地から都市的利用（1900→1950年）
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農地から都市的利用（1900→1976年）

32



33

農地から都市的利用（1900→1997年）
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森林から都市的利用（1900→1950年）
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森林から都市的利用（1900→1976年）
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森林から都市的利用（1900→1997年）
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三郡山，四王寺山脈周辺の斜面崩壊・土砂流下

三郡山一帯

四王寺山脈一帯



⚫ 崩壊は花崗岩地域（宇美町，筑穂町，筑紫野市を
境とする三郡山一帯および，太宰府市，大野城市，
宇美町にまたがる四王寺山脈一帯）で生じ，同様の
山容をみる変成岩等の区域では皆無に近い

⚫ 確認された崩壊箇所786箇所，崩壊の密度は最大
49箇所/㎞2，土砂の流下水平距離の最大は
1,780m,延べ流下距離106.9km

⚫ 崩壊地点の地形の傾斜角は，平均値で26°，最大
値64°となり，崩壊は30°付近の急傾斜部で発生

⚫ 崩壊の深さは1～2mで風化部の表層崩壊

⚫ 土砂流下が生じた崩壊渓流の傾斜角は，平均19°
，最大値37°の位置で発生

崩壊の特長
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御笠川流域図

那珂川町

南区

宇美町

筑紫野市

東区

筑穂町
須恵町
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40

御笠川流域の土地利用(1900年)
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御笠川流域の土地利用(1950年)
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御笠川流域の土地利用(1976年)
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御笠川流域の土地利用(1997年)
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44

御笠川流域の土地利用の変化

44



45

土地利用状況の変遷
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河川に沿った土地利用の変化(1900)

森林

農用地

都市的利用

荒地など
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河川に沿った土地利用の変化(1950)

森林

農用地

都市的利用

荒地など
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河川に沿った土地利用の変化(1976)

森林

農用地

都市的利用

荒地など
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河川に沿った土地利用の変化(1997)

森林

農用地

都市的利用

荒地など

49



土地利用の変化による表面流出流量

都市化は，水田・畑の貯留機能を失うとともに，洪水時の人や
物件の被害を増加させる可能性がある

26%
37%
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土地利用と花崗岩の分布(1900年)
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土地利用と花崗岩の分布(1950年)
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土地利用と花崗岩の分布(1976年)
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土地利用と花崗岩の分布(1997年)
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土地利用と傾斜角(1900年）
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土地利用と傾斜角(1950年）
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土地利用と傾斜角(1976年）
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土地利用と傾斜角(1997年）
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➢ ほんの50年前までは，土砂災害の被害が起こりや
すい危険な地域には人が住んでいなかった

➢ 先人達はどこが危険であるかをきちんと理解して
いた

➢ 本来土地が持っているポテンシャルを開発という
行為によって押さえ込もうとしても結局は時間スケ
ールの異なる自然のプロセスにはかなわない

➢ どのようなエリアに住んでいるかという情報を認識
していることは防災上重要
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まとめ（環境・防災の観点から）



G空間情報を活用した防災
～地理空間情報・GISを防災技術に活用した事例～

60



Ｇ空間情報を活用した防災への利活用構想

61

減災（災害予防）

事前準備（被害軽減）

Mitigation

リ
ス
ク

Preparedness

◆防災Ｇ空間情報の蓄積
◆災害予測シミュレーション
◆ハザードマップ

知恵・経験の集積

基礎情報の集積

災害応急対応

Response/Relief

災害対応システム

復旧・復興

Recovery

持続可能なまちづくり

発 災

ク
ラ
イ
シ
ス◆防災教育・防災訓練

◆リスクコミュニケーション
◆ＢＣＰ（事業継続計画）

◆リアルタイム情報収集
◆災害情報の分析･可視化
◆多層的･多用な情報伝達

◆国土強靱化
◆インフラ情報との連携
◆被災者支援
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Ｇ空間情報を活用した防災への利活用構想

（１）防災Ｇ空間情報集積・流通基盤の構築

誰もが使える防災Ｇ空間情報を整備する

（２）災害緊急対応システムの構築

緊急時にＧ空間情報を利活用する

（３）Ｇ空間基盤情報整備（平常時）

災害が起こったとしても困らないために備える

（４）地域防災のための知の集積

人的災害ゼロを目指し地域の住民を守る

（５）災害に強い持続可能なまちづくり

災害に負けないレジリエントな地域をつくる



◆ 防災に活用すべき情報は多種多様かつ膨大である。

◆ 情報は活用して初めて価値をもつ。

➢ いかに早く情報を入手するか。

➢ いかに早く情報を住民に伝達するか。

➢ 多種多様かつ膨大な情報をどうやって整理するか。

➢ 情報が正しいかどうかの判断をどうするか。

➢ 情報のやりとりの時間をいかに節約できるか。
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防災における情報の役割

防災では，情報をうまく使いこなすことが重要

Ｇ空間×ICTを使うことは効果的である。



◆国・県域：各市町村での防災情報を集約する

市町村に災害に関わる情報を提供する

システムとして構築

◆市町村：住民の命を守ることが必要

現場における直接的対応

ホワイトボード・紙・電話

基本的にシステムはない

予算がない

人手が足りない
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地方自治体の防災システム



Ｉｎｔｅｒｎｅｔ
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地理空間情報技術による防災システム

GIS
データベース

①九州地理空間情報ポータル
各種情報への入り口
情報の集約・カタログ化
データベース機能

②G空間情報収集システム
情報収集のためのツール
災害情報のセンサ
情報伝達ツール

③防災システム
防災専用アプリ(システム）
意思決定支援システム

GIS
データベース

この部分は用途に
応じて入れ替える

システム間で
情報が流通



１．九州地理空間情報ポータル

防災G空間情報集積・流通基盤

G空間センターとの連携

平常時の情報収集

２．Ｇ空間情報収集システム

災害情報収集のためのツール：災害情報のセンサ

情報伝達ツール：Lアラートの補完機能

３．防災支援システム

災害時の意思決定支援ツール

自治体が保有する防災システムの補完
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開発した３つのシステム

●九州大学
●国土地理院九州地方測量部

総務省
●G空間シティ構築事業
●G空間防災システムと
Lアラートの連携推進事業



Ｇ空間情報収集システム（情報伝達の流れ）

対応完了を報告

支部に現場確認の伝達

完了確認

災対本部・総務班現場

・現場の確認
・周辺状況の確認
・他投稿の確認

投稿情報

投稿情報

・ステータスの変更
・他投稿の確認

投稿情報の中から重要度において取
捨し、総務班・災害対策本部会議内
で諮る。

口頭・無線

危険な場所を投稿

出動

総務班 情報の確認

現場を確認
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Ｇ空間情報収集システム（スマートフォン）

カテゴリ選択（必須）

位置登録（必須）

写真登録（任意）

メニュー 投稿 投稿完了
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Ｇ空間情報収集システム（PC）
G空間情報収集システムを、防災業務支援のための行政職員向けの機能に
特化したシステムに改良し、内容について検討すると共に防災訓練や災害対
応に活用可能なインターフェースを構築した
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参加型情報収集システム（PC版）
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13:00

13:25

13:45

14:10

14:25

14:35

✓ G空間情報収集システムによって収集されたデータの時系列変化

✓ 黄色の住民からの情報タグが次第に増加するとともに，青色の職
員が確認したタグが徐々に増加していく。
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Ｇ空間情報収集システムの地図表現



タイムラインの機能

⚫ 本システムを利用したあらゆる情報の受発信の時間とその
内容を記録し時系列（タイムライン）で表示し、活動状況を
一元的、かつ視覚的に分かりやすく表現。

⚫ 時々刻々と変化する組織の活動状況が把握できるだけで
なく、災害対応が完了した後の災害報告のための情報とし
ても有用な情報となる。また、資料取りまとめ等の作業負
荷の軽減となる。
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タイムラインの情報伝達の流れ

待機記録の出力

現場

口頭・無線

県 災害対策本部

危険な場所等を投稿 情報の確認

CSV出力
EXCEL

マクロ実行

待機記録の受取 待機記録

災対本部

投稿情報
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対策本部で
の行動情報



防災システムとの連携
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 G空間情報収集システムを利用して，住民から災害に関わる情報が収集される。

 集められた住民の情報，職員が確認した情報を頼りに，発生しうる災害の可能性を災害対策
本部で検討を行い，「開設すべき避難所」「避難させるべきエリア」を特定する。

現場や巡回場所等の情報を
収集する（情報収集SYS）

災対本部にて収集されたデータ
とシミュレーション結果との整合
性を判断する。（本部SYS）

開設すべき避難所，避難
させるべきエリアを特定する。
（本部SYS）
決定後，情報収集SYSに
て住民へ告知
（お知らせ機能）

情報収集 状況把握 状況分析 判断・指示 対応・行動



◼ 発災直後から準備をはじめ，7/6(木)22:18 

「九州地理空間情報ポータル」と

「G空間情報収集システム」の稼働開始

◼ G空間情報システム：1000件以上の投稿情報

ポータルのジオサービス：22種類のレイヤー情報

（国土地理院や産総研からWMSやタイルで配信されている

レイヤーも含む）

◼ 復旧・復興時

地域協議会等における住民・行政への地図情報の

提供を行い，活動を支援。
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H29年九州北部豪雨災害への対応



九州地理空間情報ポータル

✓ 地理空間情報の流通，相互利用が
目的のG空間情報ポータル

✓ ジオポータルなどのアプリケーショ
ンの提供

✓ 九大アジア防災研究センター，国土
地理院九州地方測量部

G空間情報収集システム

✓ 総務省「Ｇ空間×ＩＣＴプロジェクト」
において開発。

✓ JAXAのプロジェクトにてオフライン
版の開発

✓ 九州大学，JAXA，その他民間
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システム概要

geoportal.doc.kyushu-u.ac.jp
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G空間情報収集システム（九州北部豪雨版）

地図で投稿状況を確認。
投稿位置をクリックする
と画像を表示。
詳細表示では，地図，
写真，状況を把握可能。
投稿状況の分析。

スマートフォン等で現地の被害情報を収集。地図上に
情報集約を行い，被害状況の判断，分析を実施。



現地情報
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G空間情報収集システム（九州北部豪雨版）



災害廃棄物仮置場や会議等の記録

仮置場の時系列的な変化の確認

仮置場等の撮影位置

説明資料作成や関係者
への状況説明

参加型情報収集システム

タブレット
端末

情報共有システムに登録された情報

➢ 災害廃棄物対策室では7月7日より福岡県朝倉市及び東峰村の被災地に調査員を派遣
し、現地対応を実施。本対応では、「DR-Info」、「G空間情報収集システム」等を利用。

(1)本省よりタブレット端末３機を現地に持ち込み、現地調査に利用した。
(2)現地入りした7月8日～8月5日までに合計752件の情報を共有（仮置場680、被災状況63、会議等風景9）。

(3)取得された情報は、資料による関係者説明、タブレットを用いた現地での関係者説明に利用。

災害廃棄物への利活用

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwicr9PmgKTWAhUEzLwKHYStA-sQjRwIBw&url=https://www.photo-ac.com/main/search?q%3D%E3%82%B9%E3%83%BC%E3%83%84%26srt%3Ddlrank%26pp%3D40%26p%3D304&psig=AFQjCNGFuPnreW5rB-u4qbYl2ktXw-zTog&ust=1505455459856379


災害に関する多種多様な地理空間情報，衛星データ，航空写
真画像を一つのWebアプリ上に集約・統合。利用者それぞれの
目的（被害確認，救援，対策立案等）に応じた利活用が可能。
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ジオサービスによる情報集約システム

モバイル版
PC版

【Webアプリの機能】
・拡大・縮小
・表示・非表示
・透過表示
・ポップアップ表示
・ベースマップの変更
・距離や面積の計測
・GPS付き端末による
現在位置の表示
・住所検索 等



◼ 朝倉市，東峰村で開催される地域住民協議会や集落
会議への地図提供

◼ 地域住民による情報提供，意思決定支援
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災害復旧時の地図情報支援



◼ 被災情報のとりまとめ結果
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災害復旧時の地図情報支援



崩壊土量の分析
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崩壊土量の分析
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◆ 防災は，発災時，復旧・復興時，平常時の災害サイクルの中で考えなく
てはいけない。発災後の情報は比較的早く整備されるようになった。し
かし災害時の変化を評価するために必要な災害前の情報の整備が十
分でない。平常時の情報の整備は予防力・対応力を向上させ地域の防
災力を高める。しかし体力のない地方自治体ではその整備が困難。

①地域の地理空間情報を情報インフラとして国土全域に

わたって国が早急に整備すべき

◆ 地図，地理空間情報による情報統合は，理解力を促進させる仕組みで
あることを改めて認識した。

②災害復旧・復興のための住民と行政との合意形成には

地理空間情報を最大限に活用すべき
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まとめ（防災と地理空間情報）



➢ 地理空間情報の活用は，情報整理のためのひとつの
手段である。

➢ 情報やデータをこれまでＥｘｃｅｌなどの帳票で整理した
ものを地図の上に置いただけ。それだけで情報の見方
が変わってくる。

➢ 大事なのは，地図などの情報ではなく，その元にある
属性情報である。

➢ 環境・災害分野において，重要となるのは，これまでの
過去の情報，現在の情報をみて，これからの将来の予
測を行うことである。
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おわりに


